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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

にて設定している耐震評価方針に基づき，耐火隔壁が設計用地震力に対して十分な構造強度を有

していることを確認することで，上位クラス施設に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明

するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

耐火隔壁は，原子炉建屋及びコントロール建屋に設置する。耐火隔壁の設置位置を図2

－1～図2－4に示す。 

本資料では，図2－1～図2－4に示す耐火隔壁のうち，構造強度評価の評価部位である

基礎ボルトとフレーム部材の裕度が最も厳しい耐火隔壁を代表として，耐震性について

示す。なお，その他の耐火隔壁の評価結果については「【耐火隔壁の耐震性についての

計算結果】1.4.3 代表機器の選定結果及び全機器の評価結果」にて示す。 

対象とした耐火隔壁は，表2－1に示すように，上位クラス施設である中央制御室送風

機・排風機の(A)号機および(B)号機の間に設置されており，耐火隔壁（中央制御室送風

機・排風機①設備）の転倒に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

 
 

 

 

図2－1 耐火隔壁（非常用ガス処理系排風機・加熱器・空調機①設備，②設備）の設置位置

原子炉建屋 T.M.S.L. 23.5 m 
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図2－2 耐火隔壁（可燃性ガス濃度制御系再結合装置）の設置位置

原子炉建屋 T.M.S.L. 12.3 m 
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図2－3 耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備，②設備）の設置位置 

 

 

 

 

 

 

 

コントロール建屋 T.M.S.L. 17.3 m 
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図2－4 耐火隔壁（中央制御室再循環送風機）の設置位置 

 

 

 

 

 

コントロール建屋 T.M.S.L. 12.3 m 
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2.2 構造計画 

耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）の構造計画を表2－1に示す。 

 

表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎･支持構造 主体構造 

耐火隔壁（中央制御室送

風機・排風機①設備）

は，基礎ボルトにより建

屋躯体である床及び壁に

固定される。 

 

耐火隔壁（中央制御室

送風機・排風機①設

備）を形成する鋼板

（発泡性耐火被覆貼

付）は，鋼製のフレー

ム部材により支持し，

鋼製のフレーム部材

（支柱）は基礎ボルト

により建屋躯体である

床及び壁に固定され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

                 

     （単位：mm） 

 

 

  

 

 

a-a 立面図 b-b 立面図 

耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備） 

 

耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備） 

 

a a 

b 

b 

中央制御室送風機 

中央制御室排風機 

（Ａ） 

（Ａ） 

（Ｂ） 

（Ｂ） 

7155 

3800
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2.3 評価方針 

耐火隔壁の応力評価は，Ⅴ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2 構造計画」にて示す耐火隔壁の部位を踏まえ，「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した

固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解

析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」

に示す。 

耐火隔壁の耐震評価フローを図 2－5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－5 耐火隔壁の耐震評価フロー 

 

 

解析モデル設定 

モデルの作成 

固有値及び地震応答解析 

応   力   解   析 

地震時における応力 

耐火隔壁の構造強度評価 

設計用地震力 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（(社)日本電気協会） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)日本電気協会） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社)日本電気協会） 

・ 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・建設

規格」という。） 

・ 鋼構造設計基準 －許容応力度設計法－（日本建築学会，2005） 

・ 各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会 2010 年改定） 

・ 日本工業規格（ＪＩＳ） 
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2.5 記号の説明 

表2－2 耐火隔壁の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 引張力が作用するはりの断面積 mm2 

ＡＡ 基礎ボルトの呼び径断面積 mm2 

Ａｓｙ フレーム部材の有効せん断断面積（Y軸方向） mm2 

Ａｓｚ フレーム部材の有効せん断断面積（Z軸方向） mm2 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値 MPa 

ＦＮ アンカー部に作用する引張力 N 

Ｆｓｘ アンカー部に作用するx軸方向のせん断力 N 

Ｆｓｙ アンカー部に作用するy軸方向のせん断力 N 

ｆ
ｂ フレーム部材の許容曲げ応力 MPa 

ｆ
ｃ 許容圧縮応力 MPa 

ｆ
ｓ フレーム部材の許容せん断応力 MPa 

ｆ
ｓｂ  ボルトの許容せん断応力 MPa 

ｆ
ｔ フレーム部材の許容引張応力 MPa 

ｆ
ｔo  引張応力について規定するボルトの許容引張応力 MPa 

ｆ
ｔs 引張応力とせん断応力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ｉ 座屈軸についての断面二次半径 ㎜ 

ｌｋ 座屈長さ ㎜ 

Ｍｔ フレーム部材に作用するねじりモーメント N・mm 

ＭｔＡ アンカー部に作用するねじりモーメント N・mm 

ＭｘＡ 

Ｍｙ 

アンカー部に作用するX軸周りのモーメント 

フレーム部材に作用するY軸周りの曲げモーメント 

N・mm 

N・mm 

ＭｙＡ アンカー部に作用するY軸周りの曲げモーメント N・mm 

Ｍｚ フレーム部材に作用するZ軸周りの曲げモーメント N・mm 

Ｎ 基礎ボルト総本数 本 

Ｎｃ フレーム部材に作用する圧縮力 N 

Ｎｔ フレーム部材に作用する引張力 N 

ｎｘ ＭｘＡに対する基礎ボルトの列本数 本 
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記号 記号の説明 単位 

ｎｙ ＭｙＡに対する基礎ボルトの列本数 本 

Ｑ 基礎ボルト1本に作用するせん断力 N 

Ｑｙ フレーム部材に作用するY軸方向のせん断力 N 

ＱＺ フレーム部材に作用するZ軸方向のせん断力 N 

ｒｘ ＭｘＡに対するモーメントアーム mm 

ｒｙ ＭｙＡに対するモーメントアーム mm 

l ＭｔＡに対するモーメントアーム mm 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 40℃における設計降伏点 MPa 

Ｔ ボルト１本に作用する引張力 N 

Ｚｐ フレーム部材のねじり断面係数 mm3 

Ｚｙ フレーム部材のY軸周りの断面係数 mm3 

Ｚｚ フレーム部材のZ軸周りの断面係数 mm3 

τ フレーム部材に作用するせん断応力 MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－3に示すとおりとする。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

断面係数 mm3 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁 

フレーム部材の断面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁 

寸法 mm 公称寸法を採用 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

温度 ℃ 小数点以下第 1 位 四捨五入 整数位 

モーメント N・mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁 

設計降伏点 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

設計引張り強さ MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

許容応力 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

ボルトの軸部断面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁 

裕度 － 小数点以下第 3 位 切捨て 小数点以下第 2 位 
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3. 評価部位 

耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造

強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなるフレーム部材および基礎ボルトにつ

いて実施する。耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）の耐震評価部位については，表2

－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）を形成する鋼板（発泡性耐火被覆貼付） 

は，鋼製のフレーム部材により支持し，鋼製のフレーム部材（支柱）は基礎ボルトにより建

屋躯体である床に固定される。 

(2) 地震力は，耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）に対して水平方向及び鉛直方 

向から作用するものとし，組み合わせるものとする。 

(3) 動的地震力による解析は固有値解析の結果，１次固有振動数が20Hz以上の場合は剛構造 

として1.2ZPAの加速度を静的に作用させた静的解析を行い，20Hz未満の場合は柔構造として

スペクトルモーダル解析を行う。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち

設計基準対象施設の評価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）の許容応力は，Ⅴ-2-11-1「波及的影響を

及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき表4－3に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）の使用材料の許容応力評価条件のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 

耐火隔壁（中央制御室

送風機・排風機①設

備） 

Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
 

ⅣＡＳ 

注記＊：その他支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 

耐火隔壁（中央制御室

送風機・排風機①設

備） 

― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ
 

ⅣＡＳ 

注記＊：その他支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表4－3 許容応力（その他支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1, ＊3 

（ボルト以外） 

許容限界＊2 

（ボルト） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 引張り せん断 

 

 

ⅣＡＳ 

 

 
 

1.5・ft
⚹ 

 
 

1.5・fs
⚹ 

 
 

1.5・fc
⚹ 

 
 

1.5・fb
⚹ 

 
 

1.5・ft
⚹ 

 
 

1.5・fs
⚹ 

注記＊1 ：鋼構造設計規準 （日本建築学会 2005 改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3 ：当該の応力が生じない場合、規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

フレーム部材 
SS400 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

基礎ボルト 
SS400 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
周囲環境温度 40 ― 235 400 ― 

 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

フレーム部材 
SS400 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

基礎ボルト 
SS400 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
周囲環境温度 40 ― 235 400 ― 

 



 

16 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-1
1-
2-

8 
R0
 

4.3 解析モデル及び諸元 

 耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）の解析モデルを図4－1に，解析モデルの概

要を以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【耐火隔壁の耐震性についての計算結果】

の機器要目に示す。 

(1) 耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）を構成するフレーム部材をはり要素でモデ

ル化したＦＥＭモデルによって求める。 

(2) 拘束条件は，ベースプレート固定基礎ボルト位置において完全拘束とする。 

(3) 計算機コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver2008.0.0」を使用し，固有値及び荷重

を求める。なお，評価に用いる計算機コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver2008.0.0」の

検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。 
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部材リスト 材質 断面積 

：L50x50x6 SS400 564.4mm2 

：2-L50x50x6 SS400 1129mm2 

：L65x65x6 SS400 752.7mm2 

：2-L65x65x6 SS400 1505mm2 

：L100x100x7 SS400 1362mm2 

：H150x150x7x10 SS400 3965mm2 

：H250x250x9x14 SS400 9143mm2 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）解析モデル 
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4.4 固有周期 

4.4.1 耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備） 

耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）の固有値解析の結果を表4－6に示す。 

 

表4－6 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

刺激係数 

水平方向 鉛直方向 

Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

1 次 水平 0.058 0.000 -0.730 0.007 

2 次 水平 0.052 0.000 -0.602 0.011 

3 次 水平 0.050 0.000 -0.262 -0.002 

4 次 水平 0.047 0.000 -0.015 -0.001 

 

 

 

  

  

図 4－2 耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備） 1次固有振動モード図 
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図 4－3 耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備） 2次固有振動モード図 
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図 4－4 耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備） 3次固有振動モード図 
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4.5 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。な

お，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを用

いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

表 4－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

モデル図 建屋・構築物 標高(m) 減衰定数(%) 

耐火隔壁（中央制御

室送風機・排風機①

設備） 

コントロール建屋 
T.M.S.L. 17.3 

T.M.S.L. 24.1 
1.0 

 

表 4－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

モデル図 建屋・構築物 標高(m) 減衰定数(%) 

耐火隔壁（中央制御

室送風機・排風機①

設備） 

コントロール建屋 
T.M.S.L. 17.3 

T.M.S.L. 24.1 
1.0 
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4.6 計算方法 

4.6.1 フレーム部材の応力計算方法 

モデルを用いて動的地震力に対する解析を行い，フレーム部材に生じる引張応力，せん

断応力，曲げ応力ならびに組合せ応力が，許容応力以下となることを確認する。 

 

4.6.2 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルト 1本に生じる引張応力，せん断応力並びに組合せ応力が，許容応力以下とな

ることを確認する。 
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4.7 計算条件 

  応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【耐火隔壁の耐震性につ

いての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

 4.8.1 フレーム部材の応力評価 

4.6.1項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，許容組合せ

応力はｆｔ以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ｆ
ｔ
 

Ｆ

＊

1.5
・1.5 

許容圧縮応力 

ｆ
ｃ
 

{1－0.4(
λ

Λ
)

2

}
Ｆ

＊

ν
・1.5 

許容せん断応力 

ｆ
ｓ
 

Ｆ

＊

1.5・√3
・1.5 

許容曲げ応力 

ｆ
ｂ
 

Ｆ

＊

1.5
・1.5 

 

ただし， 

λ＝
ｌｋ

ｉ
 

Λ＝√
π

2
・Ｅ

0.6・Ｆ

＊

 

ν＝1.5＋
2

3
(
λ

Λ
)

2
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4.8.2 基礎ボルトの応力評価 

4.6.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σtＡは許容引張応力ｆｔs以下であること。ただ

し，ｆｔoは下表による。 

 

ｆ
ｔs＝Min｛1.4・ｆ

ｔo－1.6・τ，ｆ
ｔo｝ 

 

せん断応力τはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ｆ
ｓb

以下であること。

ただし，ｆ
ｓb

は下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ｆ
ｔo 

Ｆ

＊

2
・1.5 

許容せん断応力 

ｆ
ｓb 

Ｆ

＊
1.5・√3

・1.5
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果  

耐火隔壁（中央制御室送風機・排風機①設備）の設計基準対象施設としての耐震評

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分

な構造強度を有していることにより波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

   設計基準対象施設における評価と条件が同じであるため，記載を省略する。 
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【耐火隔壁の耐震性についての計算結果】 

1．設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

耐火隔壁（中央制御

室送風機・排風機①

設備） 

Ｃ 

コントロール建屋 

T.M.S.L 17.3＊1 

T.M.S.L 24.1＊1 

0.058 0.050 以下 ―＊2 ―＊2 ― 40 

注記＊1 ：基準床レベルを示す 
  ＊2 ：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値の包絡値 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 フレーム部材 

部材 
Ｅ 

(MPa) 

Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ⚹ 

(MPa) 

Ａ 

(mm2) 
Ｚｙ 

(mm3) 
Ｚｚ 

(mm3) 
Ａｓｙ 

(mm2) 
Ａｓｚ 

(mm2) 
ｌｋ 

(mm) 
ｉ 

(mm) 
Ｚｐ 

(mm3) 

2-L50x50x6 2.020×105 245 400 280 1129 9722 7079 600 600 740 14.9 3456 
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1.2.2 基礎ボルト 

部材 
Ｅ 

(MPa) 

Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ⚹ 

 (MPa) 

ＡＡ 
(mm2) 

Ｎ 

(本) 

ｎｘ 

(本) 

ｎｙ 

(本) 

ｒｘ 

(mm) 

ｒｙ 

(mm) 

l 

(mm) 

基礎ボルト 

（Ｍ16） 
2.020×105 235 400 280 201.1 6 3 2 400 400 200 
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1.3 計算数値 

1.3.1 フレーム部材に作用する部材力 

部材 
Ｎｔ 

(N) 

Ｎｃ 

(N) 

Ｍｙ 

(N・mm) 

Ｍｚ 

(N・mm) 

Ｑｙ 

(N) 

Ｑｚ 

(N) 

Ｍｔ 

(N・mm) 

2-L50x50x6 

（要素番号 2080） 
5.880×103 5.900×103 5.070×105 6.356×105 6.362×102 6.619×102 1.755×10-11 

 

1.3.2 基礎ボルトに作用する発生力 

部材 
ＦＮ 

(N) 

Ｆｓｘ 

(N) 

Ｆｓｙ 

(N) 

ＭｘＡ 

(N・mm) 

ＭｙＡ 

(N・mm) 

ＭｔＡ 

(N・mm) 

ボルト 1本の軸力 

Ｔ 

(N) 

Ｑ 

(N) 

基礎ボルト 

（Ｍ16） 

（節点番号 5） 

2.471×103 6.035×103 5.621×103 1.486×107 4.446×106 2.444×104 1.836×104 1.395×103 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期                    (単位：s) 

モード 固有周期 卓越方向 

1 0.058 水平 

2 0.052 水平 

3 0.050 水平 

4 0.047 水平 

 

1.4.2 応力                                                      (単位：MPa)  

機器名称 材料 応力 
要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 
備考 

算出応力 許容応力 

フレーム部材 

2-L50x50x6 
SS400 

引張 2080 - 6 280  

圧縮 2080 - 6 235  

せん断 2080 - 2 161  

曲げ 2080 - 142 280  

組合せ 2080 - 0.53 1＊ 単位：なし 

組合せ（引張＋曲げ） 2080 - 0.53 1＊ 単位：なし 

組合せ（圧縮＋曲げ） 2080 - 0.53 1＊ 単位：なし 

基礎ボルト 

（Ｍ16） 
SS400 
相当 

引張 - 5 92 210  

せん断 - 5 7 161  

組合せ - 5 92 210  

すべて許容応力以下である。 

注記＊：算出応力を裕度表記にしたため「1」を記載
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1.4.3 代表機器の選定結果及び全機器の評価結果                                     (単位：MPa) 

機器名称 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

対象 応力 
基準地震動Ｓｓ 

代表 備考 
算出応力 許容応力 裕度 

耐火隔壁（非常用ガス処理系排風

機・加熱器・空調機①設備） 

原子炉建屋 

T.M.S.L 23.5＊1 

フレーム部材 曲げ 86 269 0.32   

基礎ボルト 引張り 60 201 0.30   

耐火隔壁（非常用ガス処理系排風

機・加熱器・空調機②設備） 

原子炉建屋 

T.M.S.L 23.5＊1 

T.M.S.L 31.7＊1 

フレーム部材 
組合せ 

（圧縮＋曲げ） 
- - 0.24  単位：なし 

基礎ボルト 引張り 18 201 0.09   

耐火隔壁（可燃性ガス濃度制御系

再結合装置） 

原子炉建屋 

T.M.S.L 12.3＊1 

T.M.S.L 18.1＊1 

フレーム部材 
組合せ 

（圧縮＋曲げ） 
- - 0.46  単位：なし 

基礎ボルト 引張り 66 201 0.33   

耐火隔壁（中央制御室送風機・排

風機①設備） 

コントロール建屋 

T.M.S.L 17.3＊1 

T.M.S.L 24.1＊1 

フレーム部材 
組合せ 

（圧縮＋曲げ） 
- - 0.53 ○ 単位：なし 

基礎ボルト 引張り 92 210 0.44 ○  

耐火隔壁（中央制御室送風機・排

風機②設備） 

コントロール建屋 

T.M.S.L 17.3＊1 

T.M.S.L 24.1＊1 

フレーム部材 曲げ 76 280 0.28   

基礎ボルト せん断 8 161 0.05   

耐火隔壁（中央制御室再循環送風

機） 

コントロール建屋 

T.M.S.L 12.3＊1 

フレーム部材 
組合せ 

（圧縮＋曲げ） 
- - 0.45  単位：なし 

基礎ボルト 引張り 36 210 0.18   

すべて許容応力以下である。 

注記＊1 ：基準床レベルを示す 
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1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-11-2-8 

 

 

 

 

 

耐火隔壁の耐震性についての計算書 Ver.2008.0.0 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 
3 次元有限要素法（はり要素）による固有値解析及び応力

解析 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2008.0.0 

コードの概要 

本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・構造力学分野における一般知見により解を求めることが

できる体系について，本解析コードを用いた 3 次元有限

要素法による解析結果と理論モデルによる理論解の比較

を行い，解析解が理論解と一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示さ

れた要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，自動車，航空機，土木，造船，海洋

油田，工業設備，化学技術，光学，政府調査等の様々

な分野における使用実績を有しており，妥当性は十分

確認されている。 

・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体系

が同等であることから，解析解と理論解の一致をもって

解析機能の妥当性も確認している。 
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